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（物品・役務） 

入札説明書 

 

 この入札説明書は、会計法（昭和 22 年法律第 35 号）、国の物品等又は特定役務の調達

手続の特例を定める政令（昭和 55年政令第 300 号。以下「特例政令」という。）、国の

物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める省令（昭和 55 年大蔵省令第 45 号）、予算

決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号。以下「予決令」という。）、契約事務取扱規

則（昭和 37 年大蔵省令 52 号）、その他の法令に定めるもののほか、当発注機関の契約に

関し、一般競争又は指名競争に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）が熟

知し、かつ、遵守しなければならない一般的事項を明らかにするものである。 

 

１ 入札及び開札 

(１) 入札参加者は、入札公告、入札公示及び指名の通知（以下「入札公告等」とい

う。）、本書記載事項、入札者注意書、仕様書、図面、契約書案、その他添付書類

等を熟覧の上入札しなければならない。この場合において、入札公告等、本書記載

事項、入札者注意書、仕様書、図面、契約書案、その他添付書類等について疑義が

ある場合は、関係職員に説明を求めることができる。ただし、入札後仕様書等につ

いての不知又は不明を理由として異議を申し立てることはできない。 

(２) 入札参加者は、当発注機関が定めた入札書を直接提出しなければならない。電

話、電報、ファクシミリ、その他の方法による入札は認めない。ただし、入札公告

等に当発注機関において認められていることが記載されているとき又は特例政令第

２条に定める調達契約を行うときは、郵便（書留郵便に限る。）により提出するこ

とができる。 

 また、電子調達システムによる入札参加者は、同システムにおいて入札書を作成す

るものとする。 

(３) 入札書及び入札に係る文書に使用する言語は、日本語に限るものとする。 

 また入札金額は、日本国通貨による表示に限るものとする。 

(４) 入札参加者は入札書を作成し、入札公告等に示した日時に入札しなければならな

い。 

(５) 入札参加者が、代理人によって入札する場合には、入札前に代理人の資格を示す

委任状を入札担当職員に提出するものとし、入札書には入札参加者の住所、氏名及

び名称又は商号を記入のうえ、代理人氏名を記名しておかなければならない。 

(６) 入札参加者又はその代理人は、当該入札に対する他の入札参加者の代理をするこ

とができない。  

(７) 入札書は、直接に提出する場合は封書に入れ密封し、かつ、その封皮に氏名（法

人の場合はその名称又は商号）及び「何月何日開札、（調達案件名）の入札書在

中」と朱書し、郵便により提出する場合は二重封筒とし、入札書を中封筒に入れて

密封の上、当該中封筒の封皮には直接に提出する場合と同様に氏名等を朱書し、外

封筒の封皮には「何月何日開札、（調達案件名）の入札書在中」と朱書しなければ



ならない。 

(８) 入札書の入札金額の訂正は認めない。 

(９) 入札参加者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることができ

ない。 

(10) 入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法

律第 54 号）等に抵触する行為を行ってはならない。 

(11) 入札参加者は、入札に当たっては、競争を制限する目的で他の入札参加者と入札

価格又は入札意思についていかなる相談も行わず、独自に入札価格を定めなければ

ならない。 

(12) 入札参加者は、落札決定前に他の入札参加者に対して入札価格を意図的に開示し

てはならない。 

(13) 契約担当官等（会計法第 29条の３第１項に規定する契約担当官等をいう。以下

同じ。）は、入札参加者が連合し、又は不穏の挙動をする等の場合で競争入札を公

正に執行することができないと認めたときは、当該入札参加者を入札に参加させ

ず、又は当該入札を延期し、若しくはこれを取りやめることができる。 

(14) 入札参加者の入札金額は、調達製品の本体価格のほか、輸送費、保険料、関税等

納入場所渡しに要する一切の諸経費を含め入札金額を見積もるものとする。 

(15) 入札参加者は、請負代金又は物品代金の前金払いの有無、前金払いの割合又は金

額、部分払いの有無、支払回数等を十分考慮して入札金額を見積もるものとする。 

(16) 開札の日時及び開札の場所は、入札公告等のとおり。 

(17) 開札は、入札参加者を立ち会わせて行うものとする。この場合において、入札参

加者が立ち会わないときは、入札執行事務に関係のない職員を立ち会わせてこれを

行うものとする。 

(18) 入札場には、入札参加者、入札執行事務に関係のある職員（以下「入札関係職

員」という。）及び(17)の立会い職員以外の者は入場することができない。 

(19) 入札参加者は、入札時刻後においては、入札場に入場することができない。 

(20) 開札をした場合において、入札参加者の入札のうち、予定価格の制限に達した価

格の入札がないときは、再度の入札をすることがある。この場合においては引続

き、または入札執行者が定める日時において入札をする。再度の入札には無効の入

札をした者は参加することができない。 

(21) 入札執行回数は原則 2 回までとするが、入札執行者の判断により追加の入札を行

う場合でも 3 回を限度とする。 

(22) 入札参加者は、暴力団排除に関する誓約事項（別紙）について入札前に確認しな

ければならず、入札書の提出をもってこれに同意したものとする。 

 

 ２ 入札の無効 

 入札書で次の各号のいずれかに該当するものは、これを無効とする。 

（１）入札公告等に示した競争に参加する資格を有しない者のした入札書 

（２）指名競争の場合において指名をしていない者の提出した入札書 

（３）入札金額、入札物件名、入札物件番号を付した場合にあっては入札物件番号の記



載のない入札書。 

（４）入札参加者の記名を欠く入札書。または、委任状又は委任権限を証明した書類を

提出している場合は、入札参加者及び代理人の記名を欠く入札書。 

（５）委任状を持参しない代理人のした入札書 

（６）誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札書 

（７）入札金額の記載を訂正した入札書 

（８）入札時刻に遅れてした入札、又は郵便入札の場合に、定められた日時までに指定

された場所に到達しなかった入札書 

（９）入札書に添付して内訳書を提出することが求められている場合にあっては、未提

出である者又は提出された内訳書に不備があると認められる者のした入札書 

（10）明らかに連合によると認められる入札書 

（11）同一事項の入札について、入札参加者又はその代理人が２通以上なした入札書 

（12）入札保証金（その納付に代え予決令第 78条に基づき提供される担保を含む。以

下同じ。）の納付が必要な場合において、同保証金の納付がないか、又はその納付

金額が不足しているとき。 

（13）国を被保険者とする入札保証保険契約の締結により入札保証金が免除される場合

において、当該入札保証保険証券の提出がないか、又はその保険金額が不足してい

るとき。 

（14）入札保証金又は入札保証保険証券が定められた日時までに、指定された場所に到

達しなかったとき。 

（15）暴力団排除に関する誓約事項（別紙）について、虚偽又はこれに反する行為が認

められた入札。 

（16）その他入札に関する条件に違反した入札 

 

３ 落札者の決定 

(１) 有効な入札書を提出した者であって、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をも

って入札をした者（総合評価落札方式による一般競争入札の場合にあっては、総合

評価点が最高であった者）を落札者とする。 

(２)  落札となるべき同価の入札をした者（総合評価落札方式による一般競争入札の場

合にあっては、総合評価点が最高であった者）が２人以上あるときは、直ちに当該

入札者にくじを引かせ、落札者を決定するものとする。ただし、電子調達システム

により入札がある場合は、電子調達システムの電子くじにより落札者を定めること

ができる。 

(３) (２)の同価の入札をした者のうち、当該入札に立ち会わない者又はくじを引かない

者があるときは、入札執行事務に関係のない職員に、これに代わってくじを引かせ落

札者を決定するものとする。 

(４)  契約担当官等は、予定価格が１千万円を超える製造その他の請負契約について、

落札者となるべき者の入札価格によっては、入札を保留し、調査の結果、その者に

より当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められるとき、又

はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあっ



て著しく不適当であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもっ

て申込みをした他の者のうち最低の価格をもって申込みをした者を落札者とするこ

とがある。 

 上記の当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがある入札又はその者

と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがある入札を行

った者は、当発注機関の調査（事情聴取）に協力すべきものとする。  

(５) 落札者が契約担当官等の定める期日までに契約書の取りかわしをしないときは、

当該落札者を契約の相手方としないことがある。この場合、入札保証金又は入札保

証保険証券が納付されている場合は当該入札保証金又は入札保証保険証券は国庫に

帰属するものとし、入札保証金又は入札保証保険証券が納付されていない場合は落

札金額（入札書に記載した金額の 100 分の 110 に相当する金額）の 100 分の５に相

当する金額を違約金として徴収するものとする。 

 

４ 契約書の作成 

(１) 競争入札を執行し、落札者が決定したときは、落札者として決定した日から遅滞

なく（契約担当官等が定める期日までとする（定めのない場合は、７日を目安とす

る）。なお、落札者が遠隔地にある等特別の事情があるときは、その事情に応じて

期間を考慮するものとする。）契約書の取りかわしをするものとする。 

(２) 契約書を作成する場合において、落札者が隔地にあるときは、契約担当官等から

交付された契約書の案に記名押印の上契約担当官等へ送付し、契約担当官等が当該

契約書の案の送付を受けてこれに記名して押印するものとする。 

(３) 契約担当官等は、落札者が（１）に規定する期間内に契約書案を提出しないとき

は、当該落札者を契約の相手方としないことがある。 

(４) (２)の場合において契約担当官等が記名して押印したときは、当該契約書の１通

を契約の相手方（落札者）に送付するものとする。 

(５) 契約書及び契約に係る文書に使用する言語並びに通貨は、日本語及び日本国通貨

に限るものとする。 

(６) 契約担当官等が落札者とともに契約書に記名して押印しなければ本契約は確定し

ないものとする。 

 

５ その他必要な事項 

(１) 入札参加者又は落札者が本件調達に関して要した費用については、すべて当該入

札参加者又は当該落札者が負担するものとする。 

(２) 本件調達に関しての照会先は、入札公告等に示した契約条項を示す場所及び入札

説明書を交付する場所と同じとする。 

(３) 消費税率については、引渡し時点における消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）

及び地方税法（昭和 25年法律第 226 号）の施行内容によることとし、必要に応じ

て、引渡し時点における消費税率を適用して契約を変更するなどの対応を行うこと

とする。 

(４) 入札参加者は、「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイド



ライン」（令和４年９月１３日ビジネスと人権に関する行動計画の実施に係る関係

府省庁施策推進・連絡会議決定）を踏まえて人権尊重に取り組むよう努めること。 

 



別紙 

暴力団排除に関する誓約事項 

 

 当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記１及び２のいずれにも該当

せず、また、将来においても該当しないことを誓約します。 

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっ

ても、異議は一切申し立てません。 

  また、貴省の求めに応じ、当方の役員名簿（有価証券報告書に記載のもの。ただし、有価証

券報告書を作成していない場合は、役職名、氏名及び生年月日の一覧表）を警察に提供するこ

とについて同意します。 

 

記 

 

１ 契約の相手方として不適当な者 

（１） 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人で

ある場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表

者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。

以下同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第 77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同

法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

（２） 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

（３） 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど

直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

（４） 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどし

ているとき 

（５） 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

２ 契約の相手方として不適当な行為をする者 

（１） 暴力的な要求行為を行う者 

（２） 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

（３） 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 

（４） 偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者 

（５） その他前各号に準ずる行為を行う者 

 

    上記事項について、入札書の提出をもって誓約します。 

 

 



（物品・役務）                           

 

入札者注意書 

                                                                       

 入札者（代理人を含む。以下同じ。）は、入札公告、契約書案、入札説明書、本書記載事

項等、当発注機関が提示した条件を熟知の上、入札して下さい。 

 

１ 入札者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号）

その他の入札に係る法令に抵触する行為を行ってはならない。 

２ 入札者は、入札にあたっては、競争を制限する目的で他の入札参加者と入札価格又は

入札意思についていかなる相談も行わず、独自に入札価格を定めなければならない。 

３ 入札者は、落札決定前に他の入札参加者に対して入札価格を意図的に開示してはなら

ない。 

４ 入札書は所定の用紙を使用し、入札物件番号毎に別葉とすること。 

   ただし、電子調達システムによる入札参加者は、同システムにおいて入札書を作成する

こと。 

 ５ 入札金額は、入札物件番号毎に総額を記載することとし、入札書には、入札者が消費税

及び地方消費税に係る課税業者であるか、免税業者であるかを問わず、各入札者が見積も

った契約金額の 110 分の 100 に相当する金額を記載すること｡ただし､落札決定に当たって

は入札書に記載された金額に当該金額の 100 分の 10 に相当する額を加算した金額(当該金

額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札金額（契約

金額）とする。 

６ 入札者は、入札書提出前に入札参加資格者である証明書を提示すること。 

７ 本人以外の代理人が入札するときは、入札前に予め委任状又は委任権限を証明した書

類を提出すること。また、入札書には代理人の記名を必ず行うこと。 

８ 入札者は、暴力団排除に関する誓約事項（別紙）について入札前に確認しなければな

らず、入札書の提出をもってこれに同意したものとする。 

９ 次の各号のいずれかに該当する入札書は、無効とする。 

（１）入札公告等に示した競争に参加する資格を有しない者のした入札書 

（２）指名競争の場合において指名をしていない者の提出した入札書 

（３）入札金額、入札物件名、入札物件番号を付した場合にあっては入札物件番号の記載

のない入札書。 

（４）入札者の記名を欠く入札書。または、委任状又は委任権限を証明した書類を提出し

ている場合は、入札者及び代理人の記名を欠く入札書。 

（５）委任状を持参しない代理人のした入札書 

（６）誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札書 

（７）入札金額の記載を訂正した入札書 

（８）入札時刻に遅れてした入札、又は郵便入札の場合に、定められた日時までに指定さ

れた場所に到達しなかった入札書 



（９）入札書に添付して内訳書を提出することが求められている場合にあっては、未提出

である者又は提出された内訳書に不備があると認められる者のした入札書 

（10）明らかに連合によると認められる入札書 

（11）同一事項の入札について、入札者が２通以上なした入札書 

（12）入札保証金（その納付に代え予算決算及び会計令（昭和 22年勅令第 165 号）第 78条

に基づき提供される担保を含む。以下同じ。）の納付が必要な場合において、同保証金

の納付がないか、又はその納付金額が不足しているとき。 

（13）国を被保険者とする入札保証保険契約の締結により入札保証金が免除される場合に

おいて、当該入札保証保険証券の提出がないか、又はその保険金額が不足していると

き。 

（14）入札保証金又は入札保証保険証券が定められた日時までに、指定された場所に到達

しなかったとき。 

（15）暴力団排除に関する誓約事項（別紙）について、虚偽又はこれに反する行為が認めら

れた入札。 

（16）その他入札に関する条件に違反した入札 

10 一旦提出した入札書は、その理由のいかんにかかわらず引換、変更又は取消をするこ

とができない。 

11 開札前に入札者から錯誤等を理由として、自らのした入札書を無効にしたい旨の申し

出があっても受理しない。また、落札宣言後は、錯誤等を理由に入札無効の申し出があ

っても受理しない。 

12 開札は入札者の面前で行う。ただし、入札者が出席しないときは、入札事務に関係の

ない職員が立ち会って行う。 

13 開札の結果、予定価格に達する者がないときは、直ちに再度の入札を行うことがある。 

 その場合、無効の入札をした者は参加することができない。 

14  予定価格が１千万円を超える製造その他の請負契約に係る入札については、低入札価

格調査制度があり、次による。 

 （１）予定価格が１千万円を超える製造その他の請負契約に係る入札において、落札とな

るべき者の入札価格によっては、落札の決定を保留し、調査の結果、当該契約の内容

に適合した履行がなされない恐れがあると認められるとき、又はその者と契約を締結

することが公正な取引の秩序を乱すこととなる恐れがあって、著しく不適当であると

認められるときは、最低額の入札者であっても落札者とならない場合がある。 

   (２) （１）の当該契約の内容に適合した履行がなされない恐れがある入札又はその者と

契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなる恐れがある入札を行った者

は、当発注機関の調査に協力しなければならない。 

   (３) （１）により、落札決定を保留している期間中、入札者は入札を撤回することがで

きない。 

   (４) （１）の場合において、後日落札者を決定したときは、入札者に通知する。 

15 落札となるべき同価格の入札をした者（総合評価落札方式による一般競争入札の場合

にあっては、総合評価点が最高であった者）が２人以上あるときは、「くじ」により落札

者を決定する。 



 なお、この場合、同価格の入札をした者のうち、当該入札に立ち会わない者又は、くじ

を引かない者があるときは、これに代わって入札執行事務に関係のない職員にくじを引

かせ落札者を決定する。 

16 契約の成立は、契約書に双方記名押印したときとする。 

17 落札者が契約を結ばないときは、入札保証金又は入札保証保険証券が納付されている

場合は当該入札保証金又は入札保証保険証券は国庫に帰属するものとし、入札保証金又

は入札保証保険証券が納付されていない場合は落札金額（入札書に記載した金額の 100

分の 110 に相当する金額）の 100 分の５に相当する金額を違約金として徴収する。 

18 入札者が連合し、又は連合するおそれがあり、その他入札を公正に行うことができな

い事情があると認めたときは、入札の執行を中止する。 

19 入札者が入札場を離れる場合は、必ず入札執行者に連絡すること。 

20 このほか不明の点は、入札前に問い合わせること。 



別紙 

 

暴力団排除に関する誓約事項 

 

 当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記１及び２のいずれにも該当せ

ず、また、将来においても該当しないことを誓約します。 

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっ

ても、異議は一切申し立てません。 

  また、貴省の求めに応じ、当方の役員名簿（有価証券報告書に記載のもの。ただし、有価証券

報告書を作成していない場合は、役職名、氏名及び生年月日の一覧表）を警察に提供すること

について同意します。 

 

記 

 

１ 契約の相手方として不適当な者 

（１） 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人であ

る場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、

団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下

同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条

第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

（２） 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加

える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

（３） 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直

接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

（４） 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどし

ているとき 

（５） 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

２ 契約の相手方として不適当な行為をする者 

（１） 暴力的な要求行為を行う者 

（２） 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

（３） 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 

（４） 偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者 

（５） その他前各号に準ずる行為を行う者 

 

    上記事項について、入札書の提出をもって誓約します。 

 

 



様式１ 

 

競争参加資格確認書 

                                                          

令和○○年○月○○日 

 

支出負担行為担当官 

近畿中国森林管理局長 髙橋 和宏 殿 

 

                                 （住所） 

                                 （商号又は名称） 

                                 （代表者氏名）                       

 

 

 令和○○年○月○○日付けで公告のありました、令和７年度国有林林道等交通安全管

理業務（福井外林道施設点検）に係る競争入札に参加する資格について確認されたく、下

記の書類を添えて提出します。 

 なお、入札公告の記の２（１）、（２）、（５）の条件を満たすこと及び添付書類の内容につい

ては事実と相違ないことを誓約します。 

 

                                      記 

 

 １．公示年月日 令和○○年○○月○○日 

 ２．件   名 令和７年度国有林林道等交通安全管理業務（福井外林道施設点検） 

 ３．資格審査事項 

 （１）競争参加資格の格付けに関する書面 

     別紙（資格審査結果通知書）写しのとおり 

 （２）林道安全管理に精通している人員として①から⑤までのいずれかの要件を満た    

す者を有している者。 

①  技術士又は技術士補（森林土木又は道路） 

②  林業技士（森林土木部門） 

 ③  土木施工管理技士（１級又は２級） 

 ④  市町村道又は林道の施設等点検の経験者 

⑤   ＲＣＣＭ（森林土木又は道路） 

 

    様式２のとおり 



様式２ 

 

 林道安全管理に精通している人員として①から⑤までのいずれかの要件を満たす者を 

有している者。 

   ① 技術士又は技術士補（森林土木又は道路） 

    ② 林業技士（森林土木部門） 

    ③ 土木施工管理技士（１級又は２級） 

    ④ 市町村道又は林道の施設等点検の経験者 

    ⑤ ＲＣＣＭ（森林土木又は道路） 

 

担

当

予

定

者 

氏 名  生年月日  

所属・役職  

林道安全管理に関する経験（年数） 

 

上記業務に関する履歴又は有する資格 

 

 

担

当

予

定

者 

氏 名  生年月日  

所属・役職  

林道安全管理に関する経験（年数） 

 

上記業務に関する履歴又は有する資格 

 

※ 要件（資格）が確認できる書類等の写しを添付する。                                                                   



初・再回 

順  位 

落 ・ 不落 

入  札  書 

 

 入札物件：第   号 

業務名：令和７年度国有林林道等交通安全管理業務（福井外林道施設点検） 

          

入札金額 

億 千万 百万 十万 万 千 百 十 円 

         

 

入札金額の数字の頭に￥を冠すること。 

上記金額は消費税及び地方消費税相当額を除いた金額であるので契約額は上記

金額に 10％に相当する額を加算した金額となること、及び入札公告、入札説明書、

入札者注意書、契約条項、仕様書、その他関係事項一切を承知のうえ入札します。 

 

令和  年  月  日 

                                       

支出負担行為担当官 

近畿中国森林管理局長 髙橋 和宏 殿                                                                              

    入札者                                  

     住   所 

      

     商号又は名称 

 

代表者氏名 

 

     代理人氏名 

                                                           

◎ 応札の前にもう一度確かめましょう。                

  （１）氏名は洩れていませんか。                   

  （２）入札金額は入札しようとする物件のものですか。            

  （３）金額に桁違い等の誤りはありませんか。 



委 任 状 

 

令和  年  月  日  

 

 支出負担行為担当官 

近畿中国森林管理局長 髙橋 和宏 殿 

 

 

 

             （委任者）所在地（住所） 

                                    商号又は名称                                                                

代表者役職氏名 

 

 

 

私は、下記の者を代理人と定め、下記業務に関する一切の権限を委任します。 

 

 

 

（受任者）所在地（住所） 

                                    商号又は名称  

                        代理人 

 

 

 

 （件名）令和７年度国有林林道等交通安全管理業務（福井外林道施設点検） 

 

 

  



委 任 状 

 

令和  年  月  日  

 

 

支出負担行為担当官 

近畿中国森林管理局長 髙橋 和宏   殿 

 

 

                         （委任者）所在地（住所）    

                                   商号又は名称    

                                   代表者役職氏名       

 

 

  私は、下記の者をもって代理人と定め、近畿中国森林管理局における契約につい

て、下記の一切の権限を委任します。 

 

 

                          （受任者）所在地（住所） 

                                    商号又は名称 

                                    代表者役職氏名 

 

 

（委任事項） 

    １ 入札及び見積に関する件 

    ２ 契約締結に関する件 

   ３ 入札保証金及び契約保証金の納付並びに領収に関する件 

    ４ 物品納入、代金請求並びに領収に関する件 

    ５ 復代理人の選任及び解任の件 

   ６ その他契約履行に関する件 

 

（委任期間） 

   令和  年  月  日から令和    年  月  日                                 

 



業務契約書(案) 

支出負担行為担当官 近畿中国森林管理局長 髙橋 和宏（以下「甲」という。）と 

                          （以下「乙」という。）は、

は、令和７年度国有林林道等交通安全管理業務（福井外林道施設点検）（以下「業務」

という。）について、次の条項により契約を締結する。 

 

（実施する業務） 

第１条 甲は、次の業務の実施を乙と契約し、乙は、その成果を甲に報告するものと

する。 

（１）業務名 

 令和７年度国有林林道等交通安全管理業務（福井外林道施設点検） 

（２）業務の内容等 

国有林林道等交通安全管理業務（林道施設点検）仕様書（以下「仕様書」とい

う）及び令和７年度国有林林道等交通安全管理業務（林道施設点検）内訳書（以

下「内訳書」という）のとおり。 

（３）履行期限 

契約締結日の翌日から令和８年３月 13 日まで 

 

（業務の遂行） 

第２条 乙は、契約をした業務を仕様書及び内訳書に記載された内容に従って実施し

なければならない。当該内容を変更したときも同様とする。 

 

（契約金額） 

第３条 甲は、業務に要する費用として、金          円（うち消費税及

び地方消費税額      円）を支払うものとする。 

 

（秘密の保持） 

第４条 乙は、業務履行にあたって知り得た発注者の業務上の秘密を漏らし、又は他

の目的に使用してはならない。 

 

（業務の調査） 

第５条 甲は、必要に応じ、乙に対し、事業の実施状況、経費の使途その他必要な事

項について所要の調査報告を求め、又は実地に調査することができるものとし、乙

はこれに応じなければならないものとする。 

 

（帳簿等） 

第６条 乙は、前項の帳簿及びその支出の内容を証する証拠書類を、業務終了の年度

の翌年度から５年間保管しなければならない。 

 



（契約保証金） 

第７条 会計法（昭和２２年法律第３５号）第２９条の９第１項に規定する契約保証

金の納付は、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第１００条の３第

３号の規定により免除する。 

 

（前金払） 

第８条 乙は、保証事業会社と、契約書記載の業務完了の時期を保証期限とする公共

工事の前払金保証事業に関する法律第２条第５項に規定する保証契約（以下「保証

契約」という。）を締結し、その保証証書を甲に寄託して、請負代金額の１０分の

３以内の前払金の支払いを甲に請求することができる。 

２ 甲は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から１４日以内に

前払金を支払わなければならない。 

３ 乙は、請負代金額が著しく増額された場合においては、その増額後の請負代金額

の１０分の３から受領済みの前払金額を差し引いた額に相当する額の範囲内で前払

金の支払いを請求することができる。この場合においては、前項の規定を準用す

る。 

４ 乙は、請負代金額が著しく減額された場合において、受領済みの前払金額が減額

後の請負代金額の１０分の４を超えるときは、乙は、請負代金額が減額された日か

ら３０日以内にその超過額を返還しなければならない。ただし、この項の期間内に

第１４条の規定による支払いをしようとするときは、甲は、その支払額の中からそ

の超過額を控除することができる。 

５ 前項の期間内で前払金の超過額を返還する前にさらに請負代金額を増額した場合

において、増額後の請負代金額が減額前の請負代金額以上の額であるときは、乙

は、その超過額を返還しないものとし、増額後の請負代金額が減額前の請負代金額

未満の額であるときは、乙は、受領済みの前払金の額からその増額後の請負代金額

の１０分の４の額を差し引いた額を返還しなければならない。 

６ 甲は、乙が第４項の期間内に超過額を返還しなかったときは、その未返還額につ

き、同項の期開を経過した日から返還をする日までの期間について、その日数に応

じ、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号。以下

「支払遅延防止法」という。）第８条第１項の規定により決定された率を乗じて計

算した金額を延滞利息として乙に支払うものとする。ただし、延滞利息の額が１０

０円未満であるときは支払わず、その額に１００円未満の端数があるときはその端

数を切り捨てるものとする。 

 

（保証契約の変更） 

第９条 乙は、前条第３項の規定により受領済みの前払金に追加してさらに前払金の

支払いを請求する場合には、あらかじめ、保証契約を変更し、変更後の保証証書を

甲に寄託しなければならない。 

２ 乙は、前項に定める場合のほか、請負代金額が減額された場合において、保証契

約を変更したときは、変更後の保証証書を直ちに甲に寄託しなければならない。 



３ 乙は、前払金額の変更を伴わない履行期間の変更が行われた場合には、甲に代わ

りその旨を保証事業会社に直ちに通知するものとする。 

 

（前払金の使用等） 

第１０条 乙は、前払金をこの業務の材料費、労務費、外注費、機械購入費（この業

務において償却される割合に相当する額に限る。）、動力費、支払運賃及び保証料

に相当する額として必要な経費以外の支払いに充当してはならない。 

 

（再委託の制限） 

第１１条 乙は、この業務達成のため、業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わ

せること（以下「再委託」という。）を必要とするときは、あらかじめ甲の承認を

得なければならない。 

２ 乙は、前項の再委託の承認を受けようとするときは、当該第三者の氏名又は名

称、住所、再委託を行う業務の範囲、再委託の必要性及び契約金額について記載し

た書面を甲に提出しなければならない。 

３ 乙は、前項の書面に記載した事項を変更しようとするときは、あらかじめ、甲の

承認を得なければならない。 

４ 再委託する業務が業務を行ううえで発生する事務的業務であって、再委託する金

額が第３条に規定する金額の限度額５０パーセント以下であり、かつ、１００万円

以下である場合には、軽微な再委託として前各項の規定は適用しない。 

 

（完了報告） 

第１２条 乙は、業務が終了したとき（事業を中止し、又は廃止した時を含む）は、

業務の成果を記載した報告書及び関係付属書類（以下「報告書等」という。）を甲

に提出するものとする。 

 

（検査） 

第１３条 甲は、前条に規定する報告書等の提出を受けた日から１０日以内に、甲又

は甲の命じた職員が当該業務の内容に適合するものであるかどうかを関係書類又は

実地により検査を行うものとする。 

２ 甲は、前項に規定する検査の結果、当該業務が契約の内容に適合すると認めたと

きは、乙に対して通知するものとする。 

 

（契約金額の支払） 

第１４条 甲は、乙から適法な請求書を受理した日から３０日以内（以下「約定期

間」という。）にその支払を行うものとする。 

２ 甲は、乙の請求により、必要があると認められる金額については、前項の規定に

かかわらず、部分払をすることができるものとする。 

３ 乙は、前項の部分払を請求するときは、部分払請求書を甲に提出するものとす

る。 



４ 甲は、甲の責に帰すべき理由により約定期間内に代金を支払わないときは、約定

期間満了の日の翌日から支払する日までの日数に応じ、支払遅延防止法第８条第１

項の規定により決定された率を乗じて計算した金額を遅延利息として乙に支払うも

のとする。ただし、遅延利息に１００円未満の端数がある場合にはこれを切り捨

て、遅延利息が１００円未満である場合には支払いを要しないものとする。 

 

（天災その他不可抗力による業務の中止） 

第１５条 乙は、天災地変その他やむを得ない事由により、業務の遂行が困難となっ

たときは、業務中止（廃止）申請書を甲に提出し、甲乙協議の上、契約を解除し、

又は契約の一部変更を行うものとする。 

２ 前項の規定により契約を解除するときは、前三条の規定に準じ精算するものとす 

る。 

 

（検査不合格の場合の措置） 

第１６条 乙は、第１３条の検査の結果、不合格のものがあったときは、甲の指定す

る期日までに是正し再度検査を受けるものとする。 

２ 前項の場合における検査については、第１３条の規定を準用する。 

３ 第１項の場合における業務が当初の履行期限をこえてなされたときは、甲は、第

１８条に規定する違約金を徴収する。ただし、甲が前項の検査を終了した日が同条

に規定する検査期限をこえているときは、そのこえた日数は、違約金算定の日数に

算入しない。 

 

（検査の遅延） 

第１７条 甲は、自己の責に帰する事由により第１３条第１項（第１６条第２項にお

いて準用する場合を含む。）に規定する期間内に検査をしないときは、その期間満

了の日の翌日から検査をした日までの日数（以下「検査遅延日数」という。）を約

定期間の日数から差し引くものとする。 

２ 検査遅延日数が約定期間の日数をこえるときは、約定期間は満了したものと見な

し、甲はそのこえる日数に応じ、第１４条第４項に規定する遅延利息を乙に支払う

ものとする。 

 

（履行遅滞における違約金） 

第１８条 乙は、自己の責に帰する事由により履行期限までに完了しないときは、履

行期限の翌日から起算して甲が検査を行った日までの日数に応じ、契約金額の年利

３％に相当する金額を違約金として甲の指定する期限内に甲に納付しなければなら

ない。 

２ 甲は、乙が履行期限までに義務を履行しなかったことにより生じた直接及び間接

の損害について、乙に対してその賠償を請求することができる。 

（仕様書の変更） 

第１９条 甲は、必要があると認めるときは、変更内容を乙に通知して、仕様書を変



更することができる。この場合において、甲は、必要があると認められるときは履

行期限若しくは契約金額を変更し、又は乙に損害を及ぼしたときは必要な費用を負

担しなければならない。 

 

（業務の中止） 

第２０条 甲は、必要があると認めるときは、業務の中止内容を乙に通知して、業務

の全部又は一部を一時中止させることができる。 

２ 甲は、前項の規定により業務を一時中止した場合において、必要があると認めら

れるときは、履行期限若しくは契約金額を変更し、又は乙が業務の続行に備え業務

の一時中止に伴う増加費用を必要としたとき若しくは乙に損害を及ぼしたときは、

必要な費用を負担しなければならない。 

 

（業務内容の変更） 

第２１条 乙は、仕様書及び内訳書に記載された業務の内容を変更する必要があると

きは、業務計画変更承認申請書を甲に提出し、甲乙協議の上、業務内容の変更を行

うものとする。 

 

（契約不適合責任） 

第２２条 契約の種類又は品質に関して契約の内容に適合しない状態（以下「契約不

適合」という。）がある場合は、甲は自らの選択により、乙に対しその修補、代替

品の引渡し又は不足分の引渡しによる履行の追完（以下「履行の追完」という。）

を請求することができる。ただし、乙は、甲に不相当な負担を課するものではない

ときは、甲が請求した方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。 

２ 前項に規定する場合において、甲が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、

その期間内に履行の追完がないときは、甲は、その不適合の程度に応じて代金の減

額を請求することができる。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、催告

をすることなく、直ちに代金の減額を請求することができる。 

（１）履行の追完が不能であるとき。 

（２）乙が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

（３）契約の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行

をしなければ契約をした目的を達することができない場合において、乙が履行の

追完をしないでその時期を経過したとき。 

（４）前三号に掲げる場合のほか、甲がこの項の催告をしても履行の追完を受ける見

込みがないことが明らかであるとき。 

３ 甲は第１項に規定する契約不適合により生じた直接及び間接の損害について、乙

に対してその賠償を請求することができる。 

４ 甲は、契約不適合が発見された場合は、発見後１年以内に乙に対して通知するも

のとする。 

５ 履行の追完に必要な一切の費用は、乙の負担とする。 

 



（発注者の催告による解除権） 

第２３条 甲は下記各号のいずれかに該当する場合において、相当の期間を定めてそ

の履行の催告をし、その期間内に履行がないときは、この契約の全部又は一部を解

除することができる。ただし、その期間を経過したときにおける債務の不履行がそ

の契約および取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りではない。 

（１）乙が契約上の義務を履行しないとき、又は乙が契約を履行する見込みがないと

甲が認めたとき。 

（２）第１３条による検査に合格しなかったとき。 

（３）第２２条第１項で規定する契約不適合が重大と認める場合又は乙が同項に規定

する甲の請求に応じないとき。 

（４）前三号に定めるもののほか、乙がこの契約のいずれかの条項に違反したとき。 

（５）この契約の履行に関し、乙に不正又は不誠実な行為があったと甲が認めたと

き。 

 

（発注者の催告によらない解除権） 

第２４条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに契約の解除をす

ることができる。 

（１）債務の全部の履行が不能であるとき。 

（２）乙がその債務の全部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

（３）債務の一部の履行が不能である場合又は乙がその債務の一部の履行を拒絶する

意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達

することができないとき。 

（４）契約の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行

をしなければ契約をした目的を達することができない場合において、乙が履行を

しないでその時期を経過したとき。 

（５）乙に破産手続開始、再生手続開始又は更生手続開始の申立てがあるなど、経営

状態が著しく不健全と認められるとき。 

（６）乙が、制限行為能力者となり又は居所不明になったとき。 

（７）前各号に掲げる場合のほか、乙がその債務の履行をせず、甲が前条の催告をし

ても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らか

であるとき。 

２ 次に掲げる場合には、甲は、前条の催告をすることなく、直ちに契約の一部を解

除することができる。 

（１）債務の一部の履行が不能であるとき。 

（２）乙がその債務の一部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

 

（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第２５条 債務の不履行が甲の責めに帰すべき事由によるものであるときは、甲は、

前２条の規定による契約の解除をすることができない。 

 



（発注者の任意解除権） 

第２６条 甲は、第２２条又は第２３条に定める場合のほか、甲の都合により必要が

ある場合は、この契約の全部又は一部を解除することができる。 

２ 甲は前項の規定により契約を解除した場合において、これにより乙に損害を及ぼ

したときは、その損害を賠償しなければならない。 

 

（発注者の損害賠償請求等） 

第２７条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、これによって生じた損

害の賠償を請求することができる。 

（１）履行期間内に業務を完了することができないとき。 

（２）この契約の成果物に契約不適合があるとき。 

（３）前２号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の

履行が不能であるとき。 

２ 次の各号のいずれかに該当する場合においては、前項の損害賠償に代えて、甲は

乙に対し、違約金として契約金額の１００分の１０に相当する額を請求することが

できる。 

（１）第２３条又は第２４条の規定によりこの契約が解除された場合 

（２）乙がその債務の履行を拒否し、又は、乙の責めに帰すべき事由によって乙の債

務について履行不能となった場合 

３ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合と

みなす。 

（１）乙について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成１６年法

律第７５号）の規定により選任された破産管財人 

（２）乙について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成１４

年法律第１５４号）の規定により選任された管財人 

（３）乙について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成１１

年法律第２２５号）の規定により選任された再生債務者等 

 

（受注者の催告による解除権） 

第２８条 乙は、甲がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行の催

告をし、その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただ

し、その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念

に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

 

（受注者の催告によらない解除権） 

第２９条 乙は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除する

ことができる。 

（１）第１９条の規定により仕様書が変更されたため契約金額が３分の２以上減少し

たとき。 

（２）第２０条の規定による業務の中止期間が契約期間の１０分の５（契約期間の１



０分の５が６月を超えるときは、６月）を超えたとき。ただし、中止が業務の一

部のみの場合は、その一部を除いた他の部分の業務が完了した後３月を経過して

も、なおその中止が解除されないとき。 

 

（受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第３０条 第２８条又は前条各号に定める場合が乙の責めに帰すべき事由によるもの

であるときは、乙は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。 

 

（受注者の損害賠償請求等） 

第３１条 乙は、甲が次の各号のいずれかに該当する場合はこれによって生じた損害

の賠償を請求することができる。ただし、当該各号に定める場合がこの契約及び取

引上の社会通念に照らして発注者の責めに帰することができない事由によるもので

あるときは、この限りでない。 

（１）第２７条又は第２８条の規定によりこの契約が解除されたとき。 

（２）前号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履

行が不能であるとき。 

 

（延滞金） 

第３２条 乙は、この契約により甲に支払うべき債務が生じた場合において、その債

務額を甲の指定する期限内に甲に納付しないときは、指定期限の翌日から納付の日

までの日数に応じ、債務額に対して年利３％の割合で計算した額を延滞金として併

せて甲に納付しなければならない。ただし、延滞金の額が１００円未満であるとき

はこの限りでない。 

 

（債権債務の相殺） 

第３３条 甲は、この契約により乙から甲に支払うべき債務が生じたときは、代金と

相殺することができる。 

 

（談合等の不正行為に係る解除） 

第３４条 甲は、この契約に関し、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、契約

の全部又は一部を解除することができる。 

（１）公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対して私的独占の禁止及び公正取引の

確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第

７条若しくは第８条の２（同法第８条第１号又は第２号に該当する行為の場合に

限る。）の規定による排除措置命令を行ったとき、同法第７条の２第１項（同法

第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による課徴金納付

命令を行ったとき又は同法第７条の４第７項若しくは第７条の７第３項の規定に

よる課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。 

（２）乙又は乙の代理人（乙又は乙の代理人が法人にあっては、その役員又は使用人

を含む。）が刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６若しくは第１９８条



又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号の規定による刑の

容疑により公訴を提起されたとき。 

２ 乙は、この契約に関して、乙又は乙の代理人が前項各号に該当した場合には、速

やかに、当該処分等に係る関係書類を甲に提出しなければならない 

 

（談合等の不正行為に係る違約金） 

第３５条 乙は、この契約に関し、次の各号のいずれかに該当するときは、甲が前条

により契約の全部又は一部を解除するか否かにかかわらず、契約金額の１００分の

１０に相当する額を違約金として甲が指定する期日までに支払わなければならな

い。 

（１）公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対して独占禁止法第７条又は第８条の

２（同法第８条第１号又は第２号に該当する行為の場合に限る。）の規定による

排除措置命令を行い、当該排除措置命令が確定したとき。 

（２）公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対して独占禁止法第７条の２第１項

（同法第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による課徴

金納付命令を行い、当該納付命令が確定したとき。 

（３）公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対して独占禁止法第７条の４第７項若

しくは第７条の７第３項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行った

とき。 

（４）乙又は乙の代理人（乙又は乙の代理人が法人にあっては、その役員又は使用人

を含む。）に係る刑法第９６条の６若しくは第１９８条又は独占禁止法第８９条

第１項若しくは第９５条第１項第１号の規定による刑が確定したとき。 

２ 乙は、前項第４号に規定する場合に該当し、かつ次の各号のいずれかに該当する

ときは、前項の契約金額の１００分の１０に相当する額のほか、契約金額の１００

分の５に相当する額を違約金として甲が指定する期日までに支払わなければならな

い。 

（１）前項第２号に規定する確定した納付命令について、独占禁止法第７条の３第１

項の規定の適用があるとき。 

（２）前項第４号に規定する刑に係る確定判決において、乙又は乙の代理人（乙又は

乙の代理人が法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）が違反行為の首謀

者であることが明らかになったとき。 

（３）乙が甲に対し、独占禁止法等に抵触する行為を行っていない旨の誓約書を提出

しているとき。 

３ 乙は、契約の履行を理由として、前２項の違約金を免れることができない。 

４ 第１項及び第２項の規定は、甲に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する

場合において、甲がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

 

（紛争の解決） 

第３６条 この契約の条項の解釈について疑義紛争が生じたときは、甲乙協議のうえ

解決するものとする。 



 

（契約外の事項） 

第３７条 甲、乙双方は信義をもって誠実にこの契約を履行するものとし、この契約

の履行について甲、乙間の紛争を生じたとき、及びこの契約に規定のない事項につ

いては、甲、乙協議して決定する。 

 

（特約事項） 

第３８条 この契約に係る特約事項については、別紙のとおりとする。 

 

上記契約の証として本契約書２通を作成し、双方記名押印の上、各１通を保有する

ものとする。 

 

令和  年  月  日 

  

 

 発注者（甲） (住所) 大阪市北区天満橋１丁目８番７５号 

   

支出負担行為担当官 

        (氏名)  近畿中国森林管理局長 髙橋 和宏  印 

   

 受注者（乙） (住所)  

               

 

          (氏名)                    印 

                                 

 

 



別紙 

暴力団排除に関する特約条項 

 

（属性要件に基づく契約解除） 

第１条 甲（発注者をいう。以下同じ。）は、乙（契約の相手方をいう。以下同じ。）が

次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、何らの催告を要せず、本契約を解

除することができる。 

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人

である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の

代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者を

いう。以下同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴

力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなど

しているとき 

（５）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

（行為要件に基づく契約解除） 

第２条 甲は、乙が自ら又は第三者を利用して次の各号のいずれかに該当する行為をした

場合は、何らの催告を要せず、本契約を解除することができる。 

（１）暴力的な要求行為 

（２）法的な責任を超えた不当な要求行為 

（３）取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

（４）偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為 

（５）その他前各号に準ずる行為 

 

（表明確約） 

第３条 乙は、第１条各号及び第２条各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ、

将来にわたっても該当しないことを確約する。 

２ 乙は、前２条各号の一に該当する行為を行った者（以下「解除対象者」という。）を

再委託人等（再請負人（再委託が数次にわたるときは、全ての再委託人を含む。）、受

任者（再委任以降の全ての受任者を含む。）及び再委託人若しくは受任者が当該契約に

関して個別に契約する場合の当該契約の相手方をいう。以下同じ。）としないことを確

約する。 

 

（再委託契約等に関する契約解除） 

第４条 乙は、契約後に再委託人等が解除対象者であることが判明したときは、直ちに当

該再委託人等との契約を解除し、又は再委託人等に対し当該解除対象者（再委託人等）

との契約を解除させるようにしなければならない。 

２ 甲は、乙が再委託人等が解除対象者であることを知りながら契約し、若しくは再委託人

等の契約を承認したとき、又は正当な理由がないのに前項の規定に反して当該再委託人



等との契約を解除せず、若しくは再委託人等に対し当該解除対象（再委託人等）との契

約を解除させるための措置を講じないときは、本契約を解除することができる。 

 

（損害賠償） 

第５条 甲は、第１条、第２条及び前条第２項の規定により本契約を解除した場合は、こ

れにより乙に生じた損害について、何ら賠償ないし補償することは要しない。 

２ 乙は、甲が第１条、第２条及び前条第２項の規定により本契約を解除した場合におい

て、甲に損害が生じたときは、その損害を賠償するものとする。 

 

（不当介入に関する通報・報告） 

第６条 乙は、自ら又は再委託人等が、暴力団、暴力団員、社会運動・政治運動標ぼうゴロ

等の反社会的勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」という。）

を受けた場合は、これを拒否し、又は再委託人等をして、これを拒否させるとともに、速

やかに不当介入の事実を甲に報告するとともに、警察への通報及び捜査上必要な協力を

行うものとする。 

 



 
 

              国有林林道等交通安全管理業務（林道施設点検）仕様書 
 
１．一般事項 
 本業務は、林道を構成する路体(橋梁・擁壁等の構造物を含む)、排水施設、法面、標識類等につ

いて総合的に点検を行うことを基本とする。 
 点検は目視以外に、構造物等の異常、破損等状況の有無を把握するために、必要に応じて点検

ハンマー、ノギス、スラントルール、リボンロッド、ポール等の点検器具を使用するなどし、点

検結果をより具体的に取りまとめられるよう点検すると共に、点検した内容を林道等調査点検表

(様式７)に取りまとめ、点検結果の分析及び対応策、技術的提案の検討結果報告を行う。 
 また、記録写真にはテープ表示、詳細部は、写真を拡大するなどし、わかりやすくすること。 
 なお、点検する路線は、別紙「林道施設点検対象路線」による。 
 本業務は、「令和７年度国有林林道等交通安全管理業務（林道施設点検）内訳書」（以下「内訳

書」という。）、本仕様書及び特記仕様書に基づき実施するものとし、内訳書、本仕様書及び特記

仕様書に該当する事項について森林管理局及び該当森林管理署等（以下「森林管理署等」という。）

と各々十分打ち合わせを行うものとする。 
 
２．点検調査内容等 
（１）路面・路体の状況 
 降雨、融雪及び浸透水等により、陥没、流失、崩壊や風倒木等の発生している箇所がないか、

また、そうした発生する恐れがないかについて調査する。 
（２）法面の浮石、崩壊等の状況 
  降雨、融雪及び浸透水等により、崩壊等が発生している箇所がないか、また、発生する恐れが

ないか調査する。 
（３）橋梁のコンクリートや鋼材の劣化状況 
 橋台等にクラック、劣化、破損等の発生箇所がないか、また、発生する恐れがないか調査する。 
（４）擁壁の安定状況等及び法面保護工(落石防止網等)機能の発現等の状況 
 亀裂、劣化、転倒、網の損傷等の発生箇所がないか、また、発生する恐れがないか調査する。 
（５）溝渠・暗渠の管及び呑口、吐口の状況 
 流下した土砂、立木、枝条等により閉塞及び損傷の発生箇所はないか、また、発生する恐れが

ないか調査する。 
（６）安全施設、安全標識の設置等の状況 
 視界不良の原因となる草木類、カーブミラーの損傷や傾きなどの箇所はないか、また、発生す

る恐れがないか調査する。合わせて、視界確保及び安全走行上必要な施設を調査する。 
 
３．調査報告書等 
 調査が終了したときは、業務契約第 12 条に基づき、各種調査表及び写真帳を整理のうえ、業務

完了報告書（様式３）に添付のうえ、森林管理局１部及び該当森林管理署等各１部を併せて提出

すること。 
 なお、森林管理局へ提出する調査報告書には、写真帳をＣＤ－ＲまたはＣＤ－ＲＷに保管し添



 
 

付すること。 
（１）業務実施結果報告書（様式２） 
（２）林道等調査点検表（様式７） 
（３）橋梁点検調査表（様式８） 
（４）溝きょ類点検調査表（様式９） 
（５）林道施設点検業務日誌（様式１０） 
    
４．その他 
 点検対象路線は別紙「林道施設点検対象路線」のとおりであるが、自然災害等不測の事態が発

生した場合にあっては、森林管理局又は森林管理署等が別途指示を行い、対象路線を振り替える

場合がある。 
   



 
 

                    国有林林道等交通安全管理業務（林道施設点検）特記仕様書 

 

１. 目的 

   本業務は、国有林林道等について、交通安全確保の視点に立ち既往の林道施設の状況、交通 

安全施設の整備状況等に関する調査・点検を行い、林道施設の現状内容等についてとりまとめ、 

林道交通安全対策に万全を期することを目的とする。 

 

２. 業務内容 

（１）林道交通安全確保のための施設の調査・点検に関すること 

 ① 対象路線・実施路線 

     調査・点検の実施路線については別紙「林道施設点検対象路線」のとおりとする。 

     また、実施前においては、該当森林管理署(森林管理事務所)にて打合せ等を行う。 

     その際には、林道台帳等の内容を熟知し現地調査を行うこと。 

 ② 点検調査 様式７～９の調査表による。 

  ア 路体、路側、法面、排水施設、橋梁及びトンネル等の異常箇所の調査点検 

  イ 安全施設及び安全標識等の整備状況の把握 

  ③ 調査報告  様式７～９までの調査表による。 

    ア 調査結果のとりまとめ及び林道交通安全の観点から、林道施設の維持管理及び安全施設 

の整備等、当面必要な対策及び中長期的な対応について提案を行う。     

  イ 上記アのうち、橋梁、トンネル、その他重要な施設について施設の現況及び対策の内容 

をとりまとめ提案を行う。 

（２）報告書の作成 

      上記（１）②の実施状況の報告及び当面必要な対策及び中長期的な対応策についてとり 

まとめ報告書を作成する。       



業務内容 数量 単位 備考

林道施設点検業務 1 式

　施設点検 126 路線 対象路線

　報告書作成 2 部 ＣＤ等の記憶媒体を含む

計

　 　 　

令和７年度国有林林道等交通安全管理業務（福井外林道施設点検）内訳書



別紙

対象路線・延長
署等名 細別 番号 路線名 延長(ｍ) 橋梁(箇所) 備考

福井森林管理署 自動車道 10 繁倉林道 6,465 10
福井森林管理署 自動車道 11 繁倉林道第一支線 3,069 2
福井森林管理署 自動車道 21 和佐谷林道越戸支線 3,327 2
福井森林管理署 自動車道 31 前坂林道長倉谷支線 2,127 2
福井森林管理署 自動車道 40 入谷林道 1,390 1
福井森林管理署 自動車道 60 藤倉林道 727
福井森林管理署 自動車道 70 冠山林道 9,783 6
福井森林管理署 自動車道 90 小沢獄谷（小沢）林道 8,527 7
福井森林管理署 自動車道 100 小沢獄谷（熊河）林道 4,804 3
福井森林管理署 自動車道 130 大河内林道 4,764
福井森林管理署 自動車道 140 岩谷林道 3,597 6

小計 11路線 48,580 39

三重森林管理署 自動車道 10 登奈井尾林道 13,347 15
三重森林管理署 自動車道 11 登奈井尾林道支線 2,447
三重森林管理署 自動車道 12 登奈井尾林道４３林班線 780
三重森林管理署 自動車道 13 登奈井尾林道４４林班線 780
三重森林管理署 自動車道 20 悟入谷林道 13,123 14
三重森林管理署 自動車道 21 悟入谷林道３４林班支線 810 5
三重森林管理署 自動車道 22 悟入谷林道第一支線 500 4
三重森林管理署 自動車道 30 古野裏山林道 6,143
三重森林管理署 自動車道 40 細越林道 4,131 5
三重森林管理署 自動車道 50 御弁当谷林道 5,699 林業専用道を含む

小計 10路線 47,760 43

京都大阪森林管理事務所 自動車道 20 西方寺林道 3,768 1
京都大阪森林管理事務所 自動車道 25 大谷林業専用道 1,400
京都大阪森林管理事務所 自動車道 40 奥山林道 2,374 6
京都大阪森林管理事務所 自動車道 50 鳥垣林道 6,949
京都大阪森林管理事務所 自動車道 51 鳥垣林道第一支線 600
京都大阪森林管理事務所 自動車道 60 深山林道 1,480 4
京都大阪森林管理事務所 自動車道 70 古屋林業専用道 3,601

小計 7路線 20,172 11

奈良森林管理事務所 自動車道 420 白谷池郷林道 14,128 7
奈良森林管理事務所 自動車道 440 入谷林道 4,677 7
奈良森林管理事務所 自動車道 450 地峯林道 1,879 5
奈良森林管理事務所 自動車道 480 赤谷伯母子林道（伯母子林道） 7,980 9
奈良森林管理事務所 自動車道 481 赤谷伯母子林道（伯母子林道支線） 2,448 4
奈良森林管理事務所 自動車道 500 桧股林業専用道 1,705

小計 6路線 32,817 32

和歌山森林管理署 自動車道 230 川又林道 5,044 2
和歌山森林管理署 自動車道 231 川又林道大又谷支線 2,870 3
和歌山森林管理署 自動車道 232 川又林道５８林班支線 291
和歌山森林管理署 自動車道 233 川又林道５６林班分線 430
和歌山森林管理署 自動車道 240 西ノ河妹尾（妹尾）林道 6,767
和歌山森林管理署 自動車道 241 西ノ河妹尾（妹尾）林道妹尾支線 3,413
和歌山森林管理署 自動車道 242 西ノ河寒川辻線林業専用道 2,343
和歌山森林管理署 自動車道 550 津俣林道 3,335 4
和歌山森林管理署 自動車道 560 下津俣林道 3,980 1

小計 9路線 28,473 10

岡山森林管理署 自動車道 305 古谷林道 1,636 6
岡山森林管理署 自動車道 310 鉋谷林道 576
岡山森林管理署 自動車道 311 古谷林道（２９林班線） 4,287
岡山森林管理署 自動車道 312 古谷林道（蕨原林道長者原支線） 3,259 1
岡山森林管理署 自動車道 313 古谷林道（蕨原林道ケヤキ谷支線） 1,101
岡山森林管理署 自動車道 320 古谷（冥加谷）林道 900 1
岡山森林管理署 自動車道 321 冥加谷林道岩谷支線 3,541
岡山森林管理署 軽車道 330 大唐打林道 1,010 1
岡山森林管理署 自動車道 335 菅谷林道 2,430
岡山森林管理署 自動車道 340 蕨原林道 2,322
岡山森林管理署 自動車道 345 赤滝林道 1,600
岡山森林管理署 自動車道 350 古寺林道 750
岡山森林管理署 自動車道 355 天木山林道 4,545 2
岡山森林管理署 自動車道 356 天木山林道天銀支線 1,301
岡山森林管理署 自動車道 370 樋谷林道 2,229 3
岡山森林管理署 自動車道 375 明石林道 2,165
岡山森林管理署 自動車道 380 用郷林道 4,183 林業専用道を含む
岡山森林管理署 自動車道 385 小杉林道 959
岡山森林管理署 自動車道 386 小杉林道実谷支線 1,668
岡山森林管理署 自動車道 400 高太郎林道 2,380 2
岡山森林管理署 軽車道 405 込山林道 2,155
岡山森林管理署 軽車道 406 込山林道横内支線 1,084 2
岡山森林管理署 自動車道 420 法曽林道 4,746 2
岡山森林管理署 自動車道 425 栗尾林道 1,370
岡山森林管理署 自動車道 430 竹谷山林道 2,881 2
岡山森林管理署 自動車道 431 竹谷山林業専用道 1,328
岡山森林管理署 自動車道 435 大蔭林道 3,416 3
岡山森林管理署 自動車道 400 小吹林道 6,141 5
岡山森林管理署 自動車道 441 小吹林道小吹山支線 1,040
岡山森林管理署 自動車道 442 小吹林道５８０林班線 1,574 林業専用道を含む
岡山森林管理署 自動車道 450 三室林道 1,790 3
岡山森林管理署 自動車道 451 三室林道宇谷支線 1,277
岡山森林管理署 自動車道 452 三室林道５８１林班線 969
岡山森林管理署 自動車道 453 三室林業専用道５８２林班線 1,226
岡山森林管理署 自動車道 454 三室林業専用道５８１林班線 155
岡山森林管理署 自動車道 470 宮ノ谷林道 3,962 7
岡山森林管理署 自動車道 471 宮ノ谷林道大野田支線 3,286 3
岡山森林管理署 自動車道 472 宮ノ谷林道トイ谷分線 1,757
岡山森林管理署 自動車道 480 青笹林道 1,162



別紙

対象路線・延長
署等名 細別 番号 路線名 延長(ｍ) 橋梁(箇所) 備考

岡山森林管理署 軽車道 485 コブトチ林道 536
岡山森林管理署 自動車道 490 釜谷林道 2,942 1
岡山森林管理署 自動車道 491 釜谷林道戸坂支線 1,985
岡山森林管理署 自動車道 500 トビス林道 627
岡山森林管理署 自動車道 505 入開山林道 2,539
岡山森林管理署 自動車道 510 三光山林道 2,830 6
岡山森林管理署 自動車道 511 三光山林道滑谷支線 810 2
岡山森林管理署 自動車道 512 三光山林道日長谷支線 2,183
岡山森林管理署 自動車道 513 三光山林道奥信谷支線 4,171
岡山森林管理署 自動車道 514 三光山林道本谷支線 1,052 2
岡山森林管理署 自動車道 520 力谷林道 1,151
岡山森林管理署 軽車道 521 力谷林道 4,036 2
岡山森林管理署 自動車道 530 向山林道 800 2
岡山森林管理署 自動車道 535 入鹿高下林道 1,786
岡山森林管理署 自動車道 540 三飛峠林道 1,050
岡山森林管理署 自動車道 545 西方林道 2,320 2
岡山森林管理署 自動車道 550 佐与谷林道 650
岡山森林管理署 自動車道 555 吹屋林道 5,213
岡山森林管理署 自動車道 560 雄山林道 280

小計 58路線 121,122 60

広島北部森林管理署 自動車道 410 新重山林道 3,341 1
広島北部森林管理署 自動車道 420 石屋山林道 343
広島北部森林管理署 自動車道 430 大谷山林道 1,100
広島北部森林管理署 自動車道 440 高柴林道 589 1
広島北部森林管理署 自動車道 450 新元重山林道 1,928
広島北部森林管理署 自動車道 451 新元重山林業専用道 1,596
広島北部森林管理署 自動車道 460 坂瀬川林道 2,933 1
広島北部森林管理署 自動車道 461 第二新元重山林業専用道 1,272
広島北部森林管理署 自動車道 470 第二通ケ谷林道 1,175
広島北部森林管理署 自動車道 471 第二通ヶ谷林道支線 535
広島北部森林管理署 自動車道 480 通ケ谷林道 2,000
広島北部森林管理署 自動車道 481 通ケ谷林道通ケ谷支線 1,470
広島北部森林管理署 自動車道 490 西ヨナシ山林道 1,473 5
広島北部森林管理署 自動車道 510 東山林道 4,509
広島北部森林管理署 自動車道 520 第二寺風呂林道 1,358 1
広島北部森林管理署 自動車道 530 寺風呂林道 1,300
広島北部森林管理署 自動車道 540 第三寺風呂林道 1,021
広島北部森林管理署 自動車道 550 御所ケ谷林道 1,726 4
広島北部森林管理署 自動車道 560 星居山林道 1,100 2
広島北部森林管理署 自動車道 570 第二星居山林道 926
広島北部森林管理署 自動車道 581 奥石林道第二支線 720
広島北部森林管理署 自動車道 590 京山林道 1,500 2
広島北部森林管理署 自動車道 600 御神山林道 965
広島北部森林管理署 自動車道 960 久賀山林道 787
広島北部森林管理署 自動車道 970 南榧山林道 1,800

小計 25路線 37,467 17

国有林林道　計 126路線 336,391 212



越前

北伊勢

令和7年度　国有林林道等交通安全管理業務
林道施設点検業務箇所位置図

(福井署)

(三重署)

由良川
(京都大阪所)

紀中
(和歌山署)

北山・十津川
(奈良所)

高梁川上流
(広島北部署)

高梁川下流
(岡山署)



（様式１) 

                                業務計画書 

 

 業務名：令和７年度国有林林道等交通安全管理業務（福井外林道施設点検） 

 

 １ 業務対象林道等 

      施設点検   路線数 126 路線・延長  336,391ｍ 

 

 ２ 事業内容 

      事業実施方針及び実施項目等 

        別紙「国有林林道等交通安全管理業務（林道施設点検）仕様書及び特記仕様書」 

   並びに「令和７年度国有林林道等交通安全管理業務（福井外林道施設点検）内訳書」に基

づき実施。 

 

 ３ 事業実施期間 

         自    令和 年 月  日 

         至    令和８年３月 13 日 

 



（様式２） 

                              業務実施結果報告書 

 

 

                                                    令和  年  月  日 

 

 ○○森林管理署長   殿 

 

                                         住所 

                                        氏名                         

 

 

業務名：令和７年度国有林林道等交通安全管理業務（福井外林道施設点検） 

 

 上記業務に係る貴署管内の業務について、下記のとおり実施したので報告します。 

 

                                      記 

 

１ 実施期間  令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

 

２ 実施内容  別添資料のとおり 

 

    ※その他必要事項及び特記事項について記載のこと。 

 

 

 実施結果確認欄 

確認年月日  

確認者・印  

特筆事項    

     

 

 

※① 実施結果は林道担当者（担当総括もしくは土木担当者）が行う。 

    ※② 実施結果確認は各署に実施結果報告を行った際に行うこと。 

    ※③ 署への提出は１部とし、確認を受けた表紙のみの写しを局報告書に添付すること。 

 



（様式３） 

                                業務完了報告書 

 

業務名：令和７年度国有林林道等交通安全管理業務（福井外林道施設点検） 

 

 

 令和   年   月   日付け契約の上記業務について、令和   年   月   日に完了したので関係

書類を添えて報告します。 

 

 

                            令和  年  月  日 

 

 支出負担行為担当官 

  近畿中国森林管理局長 髙橋 和宏 殿 

 

                                                                                                                  

住所 

                                            氏名                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式４） 

                            業務中止（廃止）申請書 

 

 

                                                        令和  年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

近畿中国森林管理局長 髙橋 和宏 殿 

 

                                       住所 

                                            氏名                        

 

業務名：令和７年度国有林林道等交通安全管理業務（福井外林道施設点検） 

 

  令和   年   月   日付け契約の上記業務について、下記により中止したいので、契約書第 15

条第１項の規定により申請します。 

 

                                      記 

 

１ 業務中止の理由 

 

２ 中止しようとする以前の事業実施状況 

（１）事業について 

（２）経費について 

（３）経費支出状況 

 

３ 中止後の措置 

（１）事業について 

（２）経費について 

（３）経費支出予定明細 



（様式５） 

                            業務計画変更承認申請書 

 

 

                                                     令和  年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

近畿中国森林管理局長 髙橋 和宏 殿 

 

                                       住所 

                                            氏名                         

 

業務名：令和７年度国有林林道等交通安全管理業務（福井外林道施設点検） 

 

  令和   年   月   日付け契約の上記業務について、下記により変更したいので、契約書第 21

条の規定により承認されたく申請します。 

 

                                      記 

 

１ 変更の理由 

 

２ 変更する業務計画又は業務内容 

 

３ 変更経費区分 

 

 

（注）記載方法は、別に定める場合を除き、業務計画の様式を準用し、当初計画と変更計画を明 

確に区分して記載のこと。 



（様式６） 

                                  部分払請求書 

 

                            令和  年  月  日 

 

 支出負担行為担当官 

  近畿中国森林管理局長 髙橋 和宏 殿 

 

 

                                          住所 

                                        氏名                          

 

 

 業務名：令和７年度国有林林道等交通安全管理業務（福井外林道施設点検） 

 

 

 令和   年   月   日付け契約の上記業務について、 

金            円也を部分払により支払いされたく請求します。 

 



（様式７）

延長(うち併用延長)

～

有 無 有 無

林道の現況(異常箇所の位置及び状況)

（記入要領）
１．点検項目は、路体、路側、法面、排水施設、橋梁、トンネル、防護施設、安全施設、標識類、その他の状況

林道等調査点検表

森林管理署 (所 )名

林 道 名

通 行 管 理 の 状 況

施 錠 の 有 無 通 行 規 制 表 示 ( 看 板 等 ) の 有 無

門扉　　　チェ－ン　　　ロ－プ　　　その他(　　　　　　　　　　　　)　　　開放

接 続 道 路 自 至

調査年月日

位置
(km)

対策内容、実施時期等
施設状況

又は点検・診断の時期
点検項目

○　林道交通安全に関する所見



（様式８）

箇所番号 林道名
位置（調査地

点）
設置年度 　

橋梁延長 ｍ 橋梁種類
調査月日
調査者

異常の有無

亀裂 ポットホール 段差 わだち コルゲーション
その他

　（　　　）
　

亀裂 剥離 剥離・板落
エフロレッセン
ス（白華）

豆板・空洞
鉄筋露出

腐食 木材腐食
その他

　（　　　）

亀裂 変形
ボルト結合部
異常

塗装剥離 錆・腐食
その他

　（　　　）

亀裂 剥離
エフロレッセン
ス（白華）

豆板・空洞
鉄筋露出

腐食
その他

　（　　　）

亀裂 変形 木材腐食
ワイヤーロー
プ

その他
　（　　　）

　

遊間異常：本体
桁部分(開き幅)

ｴﾗｽﾀｲﾄ本体桁
部分   (凸外)

遊間異常：目地
(開き幅)

ｴﾗｽﾀｲﾄ目地
(凸外)

その他
　（　　　）

　

変形（本体） 変形（沓座)
ボルト異常

（本体）
ボルト異常

（沓座）
その他

　（　　　）

枡：損傷 枡：詰まり 管：損傷 管：詰まり
その他

　（　　　）
　

損傷 一部欠落 錆・腐食
その他

　（　　　）
　 　

変形 損傷
その他

　（　　　）
　 　 　

　

　 　 　 　 　 　

　

亀裂 破損 レイタンス 豆板・空洞
鉄筋露出

腐食
その他

　（　　　）

亀裂 破損
その他

　（　　　）

亀裂 破損 ずれ（移動） 傾き
その他

　（　　　）
　

亀裂 破損 洗堀
その他

　（　　　）

　 　 　 　 　 　

　 　　
　 　 　 　　 　 　 　 　

橋 梁 点 検 調 査 表

森林管理署名 　 全体を通しての点検結果
（補修等の必要性の有無）

有・無橋梁名 　
　　　　年　　月　　日
氏名：

調査項目 異常の現状 所見

上

部

構

造

舗装 有・無

床版 有・無

Ｈ鋼桁 有・無

コンクリート
桁

有・無

木製桁 有・無

伸縮装置 有・無

支承 有・無

排水施設 有・無

防護柵
（欄干）

有・無

落橋防止 有・無

　 　

下
部
構
造

胸壁 有・無

橋座 有・無

　 　

橋台
（本体）

有・無

橋台（フーチン
グ）

有・無



（様式９）

位置(km) 閉　塞 損　傷 位置(km) 閉　塞 損　傷
起点～ の有無 の有無 起点～ の有無 の有無

調査年月日：

箇所
番号

林道名 種類 種類 所　　　見

森林管理署(所)名

所　　　見
箇所
番号

林道名

溝きょ類点検調査表



 

No. 調査者 

 

月 日 天候 森林管理署名 路線名 作業時間帯 業務内容 調査実施者氏名 備考 

        

     

        

     

        

     

        

     

        

     

        

     

        

     

注)「調査実施者氏名」の欄には、調査者のほか補助者等従事した者の氏名を洩れなく記入すること。 

(様式 10) 

令和７年度 林道施設点検業務日誌 



(様式７)

（記載要領）

１．点検項目は、路体、路側、法面、排水施設、トンネル、防護施設、安全施設、標識類、

　　その他の状況

位置(km) 点検項目
施設の状況

又は点検・診断の時期
対策内容、実施時期及び

概算の対策費用
7.5 (一般点検)

0.4～0.5 法面:擁壁 練石積

○　林道交通安全に関する所見
　路肩よう壁等箇所の下部崩落が２箇所、路肩決壊箇所が１箇所あるため、注意標識等の設置、計画
的な改良工事が必要。
　落石発生箇所が多数あるため、落石取り除き、落石対策及び注意標識等の設置が必要。

(一般点検) 異常なし　　 幅員3.6m

0.4～0.5 法面:山留擁壁 練石積

(終点)

法面:擁壁 練石積

0.4～0.5 法面:山留擁壁 練石積
8.2～8.3

法面:擁壁 練石積

0.4～0.5 法面:擁壁 練石積 8.2

8.1 法面:擁壁 練石積

法面:擁壁 練石積 8.0～8.1

0.3～0.4
法面:擁壁 練石積　亀裂　幅員4.0m　延長16m

標識類 鉄板敷設有 要経過観察　　　　写真P.14～17

0.3～0.4 法面:擁壁 練石積　　　暗渠吐口有

　　　　　　　　　　写真P.145

8.0～8.1 法面等
路面全体に落石　幅員3.2m 要落石取り除き

　　　　　　　　　　写真P.146全車両通行不可

8.0～8.1 法面等
路面全体に落石　幅員3.2m 要落石取り除き

0.3～0.4 法面:山留擁壁 練石積

全車両通行不可
0.3 法面:擁壁 練石積　　　暗渠吐口有

　　　　　　　　　　写真P.143～144

8.0～8.1 法面:山留擁壁 練石積

要落石取り除き

0.2～0.3 法面:山留擁壁 練石積

法面等

要落石取り除き

0.2～0.3 法面:山留擁壁 練石積 8.0
(一般点検)

落石有  　    幅員3.6m

全車両通行不可 　　　　　　　　　　写真P.141～142

7.9 法面:山留擁壁 空石積

7.8～7.9 法面等
路面全体に落石　幅員3.2m

法面等 土石崩落有　全車両通行不可 要土石取り除き

0.2 法面:山留擁壁 練石積

0.1～0.2 法面:山留擁壁 練石積

0.1～0.2 法面:擁壁 ｺﾝｸﾘｰﾄ　勾配0.28

　　　　　　　　　　　写真P.137

標識類 要経過観察　　　　写真P.7～10
7.8 法面:擁壁 練石積

法面:擁壁

要改良　　　　　　写真P.138～141

0.1～0.2 練石積 下部崩落 幅員5.0m 延長7.0m

練石積 7.7～7.8 法面:山留擁壁

0.1～0.2 法面:山留擁壁 練石積

7.7～7.8 法面:擁壁 練石積

ｺﾝｸﾘｰﾄ　下部洗掘　幅員3.6m
要経過観察　　　　写真P.3～5

(同上擁壁が連続)

0.1 法面:山留擁壁 練石積　勾配0.25

起点 法面:擁壁 ｺﾝｸﾘｰﾄ　勾配0.3

起点～0.1 法面:擁壁

民･6林班界標識､速度規制標識有
7.6～7.7 法面:擁壁 練石積

起点 (一般点検) 幅員3.6m　市道から接続

起点 標識類
林道案内標識､起点標識､林道名標識有

7.6

異常なし 　　幅員3.6m

法面:擁壁7.7～7.8

　　　　　　　　　　　写真P.135

(一般点検) 異常なし  　　幅員3.2m

施 錠 の 有 無 　○有り　　無し 通行規制表示(看板等)の有無 　○有り　　無し
7.4～7.5

林道の現況（異常箇所の位置及び状況）

接  続  道  路 　国道　　県道　○市町村道　　林道 ～ 国道　　県道　　市町村道　　林道
7.4～7.5 法面:擁壁 練石積

通行管理の状況 　○門扉　　チェーン　　ロープ　　開放

林道等調査点検表

林道の現況（異常箇所の位置及び状況）

林    道    名 　○○林道 延長（うち併用）

森林管理署名 　○○署

0.4

８．２ｋｍ

練石積　    　勾配0.25法面:擁壁8.0～8.1

位置(km) 点検項目
施設の状況

又は点検・診断の時期
対策内容、実施時期及び

概算の対策費用

調　査　年　月　日 令和○年○月○､○～○日

7.8～7.9
路肩崩落 有効幅員2.5m　延長2.0m路肩

7.7～7.8 法面等 落石  　       有効幅員2.2m
要落石取り除き

練石積0.1 法面:擁壁

練石積

落石         　有効幅員2.2m
要落石取り除き

7.7 法面等

法面:擁壁 練石積　 　　暗渠吐口有

林道の路体、切取りのり面、横断溝、橋梁等の施設の点検や
交通安全施設（カーブミラー）の点検及び危険な箇所の把握を行います。

点検結果を各署に報告し、林道施設の修繕事業に反映させます。

報告書類例１

NO.1

国有林林道等交通安全管理業務（林道施設点検）の概要について



（様式８）

（様式９）

異常の現状

支障なし

補修の必要有り

補修の必要有り

✔
橋台

（フーチング）
○有･無

亀裂 破損 洗堀 その他

✔ ✔ ✔ ✔
橋台

（本体）
○有･無

亀裂 破損 ずれ（移動） 傾き その他

橋座 有･無○
亀裂 破損 その他

調査項目

上
　
部
　
構
　
造

下
部
構
造

胸壁 有･無○
亀裂 破損 レイタンス 豆板･空洞

落橋防止 有･無
変形（本体） 損傷 その他

防護柵
（欄干）

○有･無
損傷 一部欠損 錆･腐蝕

14 ○○林道 4.6～4.7 Ｃ．Ｇ．Ｐ

12

13

○○林道 3.8 Ｃ．Ｇ．Ｐ 有・無○

10

11

○○林道 2.8 Ｈ．Ｐ 有・無○

8

9

○○林道 1.8～1.9 Ｈ．Ｐ 有・無○

6

7

○○林道 1.2～1.3 Ｈ．Ｐ 有・無○

○○林道 1.7～1.8
床板

ｶﾙﾊﾞｰﾄ
有・無○

4 ○○林道 0.8 Ｈ．Ｐ 有・無○

2

3

○○林道 0.3～0.4
床板

ｶﾙﾊﾞｰﾄ
有・無○

箇所
番号

1

林　道　名
位置（km）

<起点～>

溝きょ

溝きょ類点検調査表

調　査　年　月　日 令和○年○月○､○～○日

森 林 管 理 署 名 等 ○○署

5

種別

閉塞

の有無

損傷

の有無

○○林道 0.3 Ｃ．Ｇ．Ｐ 有・無○

所　　　見
箇所
番号

林　道　名
位置 溝きょ 閉塞 損傷

所　　　見
<起点～> 種別 の有無 の有無

有・無○ 有・無 有・無

有・無○ 有・無 有・無

○○林道 0.5～0.6 Ｈ．Ｐ ○有・無 有・無○
呑口土石で埋没・要土
石取り除き　写真P20-
21

有・無 有・無

有・無○ 有・無 有・無

○○林道 1.0～1.1
床板

ｶﾙﾊﾞｰﾄ
有・無○ ○有・無

鉄筋露出、腐食・要経過
観察　写真P28-32

有・無 有・無

有・無○ 有・無 有・無

有・無○ 有・無 有・無

有・無○ 有・無 有・無

○○林道 2.6～2.7 Ｃ．Ｇ．Ｐ 有・無○ 有・無○ 有・無 有・無

有・無○ 有・無 有・無

○○林道 3.1～3.2 Ｃ．Ｇ．Ｐ 有・無○ 有・無○ 有・無 有・無

有・無○ 有・無 有・無

○○林道 4.2～4.3 Ｃ．Ｇ．Ｐ 有・無○ 有・無○ 有・無 有・無

有・無○ 有・無○ 有・無 有・無

鉄筋露出・腐蝕 その他

その他

その他

✔

○有･無

橋梁名

舗装 ○有･無
亀裂 ポットホール

全体を通しての点検結果
（補修等の必要性の有無）

有　・　無○○橋 橋梁延長 10.0ｍ

森林管理署名 ○○署 箇所番号 ○○ 林道名 ○○林道 設置年度 Ｓ○○

橋梁種類 コンクリート床板
調査月日
調査者

　　　　年　　　月　　　日
氏名：

橋 梁 点 検 調 査 表

異常の有無 所見

段差 わだち ｺﾙｹﾞｰｼｮﾝ その他
補修の必要有り

✔ ✔ ✔✔ ✔

床版 ○有･無
亀裂 剥離 剥離・板落 ｴﾌﾛﾚｯｾﾝｽ 豆板・空洞 鉄筋露出・腐蝕 木材腐食 その他

補修の必要有り

位置
（調査地

点）
○○

✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔

Ｈ鋼桁 有･無
亀裂 変形 ﾎﾞﾙﾄ結合部 塗装剥離 錆･腐蝕 その他

ｺﾝｸﾘｰﾄ桁 有･無
亀裂 剥離 ｴﾌﾛﾚｯｾﾝｽ 豆板･空洞 鉄筋露出・腐蝕 その他

木製桁 有･無
亀裂 変形 木材腐食 ﾜｲﾔｰﾛｰﾌﾟ その他

伸縮装置

遊間移動：本
体桁部分（開き

幅）

ｴﾗｽﾀｲﾄ本体桁
部分（凸外）

遊間移動：目
地（開き幅）

ｴﾗｽﾀｲﾄ目地
（凸外） その他

✔ ✔ ✔

支承 有･無○
変形（本体）変形（沓座） ﾎﾞﾙﾄ異常（本体） ﾎﾞﾙﾄ異常（沓座） その他

排水施設 ○有･無
枡：損傷 枡：詰まり 管：損傷 枡：詰まり その他

✔

報告書類例２

報告書類例３

NO.２



参考写真

路肩決壊

決壊部分

法面崩落

崩落部分

横断溝の点検

NO.３

路側構造物

（全景写真）

土砂堆積



橋梁の点検

（全景写真）

（欠損箇所）

欠損部分

拡大

溝渠の点検

土石堆積

（石積カルバート外観写真） （内観写真）

（暗渠外観写 （内観写真）

土石堆積

NO.４


